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è 橋梁下部工事の施工を担当する構成員に
あっては、近畿地方整備局における一般土
木工事に係る一般競争参加資格の認定の際
に客観的事項（共通事項）について算定し
た点数（経営事項評価点数）が1¶200点以
上であること（上記æの再認定を受けた者
にあっては、当該再認定の際に、経営事項
評価点数が1¶200点以上であること。）。

é 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記æ及びçの再認定を受けた者を除
く。）でないこと。

ê 当該競争参加資格に係る申請の期限の日
から認定を行う日までの期間に、近畿地方
整備局長から工事請負契約に係る指名停止
等の措置要領（昭和59年３月29日付け建設
省厚第91号）に基づく指名停止を受けてい
ないこと。

ë 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずる者と
して、国土交通省発注工事等からの排除要
請があり、当該状態が継続しているもので
ないこと。

] 構成員の技術的要件等 異工種ＪＶの構成
員は、次の要件を満たすものとする。
æ 橋梁下部工事の施工を担当する構成員
は、平成11年度以降に元請として完成し、
引渡しが完了した下記ÊからÌまでの要件
をすべて満たす工事（発注機関は問わな
い。）の施工実績を有すること（甲型共同企
業体構成員としての実績は、出資比率が20

％以上の場合のもの、乙型共同企業体構成
員としての実績は、出資比率にかかわらず
各構成員が施工を行った分担工事のものに
限る。また、事業協同組合構成員の実績は
認められない。）。
Ê 鉄筋コンクリート構造の橋脚（又は橋
台）で、躯体高さ（フーチング下端から
橋脚（又は橋台）の天端（パラペット部
を含む。）までの高さ）が25ｍ以上の工事。

Ë 基礎形式が深礎杭で、杭径４ｍ以上の
工事。

Ì 上記Ê及びËは同一工事の施工実績で
なくてもよいが、両方の要件を満たす施
工実績を有すること。

なお、上記ÊからÌまでの施工実績が国
土交通省が発注した工事のうち、入札説明
書に示すものに係る実績である場合にあっ
ては、工事成績評定点合計が入札説明書に
示す点数未満であるものを除く。

ç 橋梁上部工事の施工を担当する構成員
は、平成11年度以降に元請として完成し、
引渡しが完了した下記ÊからÍまでの要件
をすべて満たす工事（甲型共同企業体構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のもの、乙型共同企業体構成員として
の実績は、出資比率にかかわらず各構成員
が施工を行った分担工事のものに限る。ま
た、事業協同組合構成員の実績は認められ
ない。）。
Ê 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）
又は鉄道橋（モノレール及び新交通は除
く。）の工事。

Ë 橋梁型式がラーメン又はアーチ型式の
ＰＣ（ＰＲＣを含む。）橋で、かつ、最大
支間長が90ｍ以上の工事。

Ì 架設工法が移動支保工、片持式架設（ト
ラッククレーン架設を除く。）、押出架設、
プレキャストセグメント工法（トラック
クレーン架設を除く。）のいずれかによる
工事。

Í 上記ÊからÌまでは同一工事の施工実
績を有すること。
なお、上記ÊからÍまでの施工実績が国
土交通省が発注した工事のうち、入札説明
書に示すものに係る実績である場合にあっ
ては、工事成績評定点合計が入札説明書に
示す点数未満であるものを除く。

è 異工種ＪＶの構成員は、それぞれ建設業
法（昭和24年法律第100号）の土木工事業
につき、許可を有しての営業年数が５年以
上あること。ただし、相当の施工実績を有
し、確実かつ円滑な共同施工が確保できる
と認められる場合においては、許可を有し
ての営業年数が５年未満であってもこれを
同等として取扱うことができるものとす
る。

é 異工種ＪＶの構成員は、それぞれ建設業
法の土木工事業に係る監理技術者又は主任
技術者を当該工事の現地に専任で配置でき
ること。

^ 異工種ＪＶの協定 異工種ＪＶの協定書
は、「建設工事共同企業体の事務取扱いについ
て」（昭和53年11月１日付け建設省計振発第69

号）の別添「建設工事共同企業体の事務取扱
いについて（回答）」（昭和53年11月１日付け
建設省茨計振第771号）の別紙に示された「特
定建設工事共同企業体協定書 」を準用する
ものとする。

８ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む異工種ＪＶの取扱い
上記７\æ及びçの認定（上記７\æ及びç

の再認定を含む。以下同じ。）を受けていない者
を構成員に含む異工種ＪＶも上記５及び６によ
り申請をすることができる。この場合において、
異工種ＪＶとしての資格が認定されるために
は、上記７\æ及びçの認定を受けていない構
成員が上記７\æ及びçの認定を受けることが
必要である。また、この場合において、当該工
事に係る開札の時までに異工種ＪＶとしての資
格の審査が終了せず、競争に参加できないこと
がある。
なお、この場合において、上記７\æ及びç

の認定を受けていない構成員が当該工事に係る
開札の時までに上記７\æ及びçの認定又は上
記７\æ及びçの一般競争参加資格がないとの
認定（上記７\æ及びçの近畿地方整備局長が
別に定める手続における一般競争参加資格がな
いとの認定を含む。）を受けていないときは、異
工種ＪＶとしての資格がないと認定する。
９ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。

10 資格の有効期間
異工種ＪＶとしての資格の認定の日から当該
工事の完成する日までとする。ただし、当該工
事に係る契約の相手方以外の者にあっては、当
該工事に係る契約が締結される日までとする。

11 その他
\ 異工種ＪＶの名称は、「大津信楽線新３号橋
工事〇〇・〇〇異工種建設工事共同企業体」
とする。

] 当該工事に係る競争に異工種ＪＶとして参
加するためには、開札の時において、異工種
ＪＶとしての資格の認定を受け、かつ、当該
工事の「入札公告（建設工事）」に示すところ
により競争参加資格の確認を受けていなけれ
ばならない。

意見招請に関する公示

次のとおり調達に関する仕様書案の作成が完了
したので、仕様書案に対する意見を招請します。
平成 26年９月２日

国土交通省航空局管制課
空域調整整備室長 今込 毅

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13

〇国空制第 232号

１ 調達概要
\ 品目分類番号 14

] 調達等件名及び数量
飛行方式設計システムの購入 一式

２ 意見の提出方法
\ 意見の提出期限 平成26年９月22日17時00

分（郵送の場合は必着のこと。）
] 提出先 〒100`8918 東京都千代田区霞が
関２`１`３ 国土交通省航空局予算・管財
室契約係 石山 勇希 電話03`5253`8111

内線48655

３ 仕様書案等の交付
\ 交付期間 平成26年９月２日から平成26年
９月22日まで

] 交付場所 上記２]と同じ
４ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 14

] Nature and quantity of the products to be

purchased : Flight Procedure Design Sys-

tem, 1 set

^ Time-limit for the submission of Com-

ments : 17 : 00 22 September, 2014

_ Contact point for the notice : Yuki Is-

hiyama Contract section, Budget and Pro-

perty Administration Office, Civil Aviation

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism 2`1`3 Kasu-

migaseki, Chiyoda-ku, Tokyo 100`8918

Tel :＋81`3`5253`8111 (Ext. 48655)
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